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政
府
の
地
方
分
権
改
革
推
進
委

員
会
（
委
員
長
�
丹
羽
宇
一
郎
・

伊
藤
忠
商
事
会
長
）は
８
月
１
日
、

５５
回
目
の
会
合
を
開
き
、
「
国
の

出
先
機
関
の
見
直
し
に
関
す
る
中

間
報
告
」
に
つ
い
て
討
議
し
た
。

こ
の
結
果
、
委
員
会
で
は
、
文

章
の
体
裁
の
整
理
等
を
委
員
長
に

一
任
し
た
う
え
で
、
中
間
報
告
の

内
容
を
決
定
。
同
日
、
報
告
書
と

し
て
ま
と
め
ら
れ
た
。

今
回
の
中
間
報
告
は
、
第
１
次

勧
告
（
５
月
２８
日
）
で
示
さ
れ
た

国
の
出
先
機
関
の
「
事
務
・
権
限

の
仕
分
け
」
の
考
え
方
を
具
体
化

し
た
も
の
�
下
表
に
概
要
掲
示
。

併
せ
て
、
出
先
機
関
の
組
織
の
見

直
し
に
関
す
る
「
基
本
的
考
え

方
」
「
検
討
の
方
向
」
「
見
直
し

に
伴
う
人
員
と
財
源
の
取
り
扱
い

の
考
え
方
」
を
提
示
し
て
い
る
。

第
１
次
勧
告
で
は
、
国
と
地
方

の
二
重
行
政
を
排
除
す
る
観
点
か

ら
、
現
状
の
役
割
分
担
の
類
型
を

▽
重
複
型
▽
分
担
型
▽
関
与
型
▽

国
専
担
型
―
―
な
ど
に
分
類
。
こ

れ
ら
の
類
型
ご
と
に
、
廃
止
・
民

営
化
、
地
方
へ
の
移
譲
な
ど
、
国

と
地
方
の
役
割
分
担
を
見
直
す
考

え
を
示
し
て
い
た
。

中
間
報
告
で
は
更
に
踏
み
込

み
、
「
国
専
担
型
」
の
事
務
・
権

限
に
つ
い
て
「
地
方
自
治
体
に
よ

る
総
合
行
政
の
確
立
等
に
資
す
る

も
の
」
は
、
必
要
に
応
じ
て
事
務

処
理
等
の
基
準
を
定
め
、
自
治
体

へ
移
譲
す
る
方
向
性
を
示
し
た
。

ま
た
出
先
機
関
の
役
割
が
、
本
府

省
と
交
付
先
と
を
経
由
す
る
機
能

に
と
ど
ま
る
ケ
ー
ス
な
ど
で
は
、

本
省
で
直
接
的
に
実
施
す
る
こ
と

も
検
討
課
題
に
盛
り
込
ん
だ
。

こ
の
ほ
か
、
個
別
の
出
先
機
関

の
廃
止
統
合
に
関
す
る
検
討
の
方

向
も
示
さ
れ
た
。
こ
の
中
で
、
二

重
行
政
の
解
消
を
図
っ
た
結
果
、

出
先
機
関
の
事
務
・
権
限
が
な
く

な
る
場
合
に
は
、
出
先
機
関
を
廃

止
す
る
こ
と
が
明
記
さ
れ
た
。

出
先
機
関
を
見
直
し
て
、
国
の

業
務
を
地
方
へ
移
譲
す
る
場
合
に

は
、
業
務
遂
行
に
伴
い
求
め
ら
れ

る
技
術
や
専
門
性
を
備
え
た
人
材

が
必
要
。
人
材
の
手
当
に
つ
い
て

は
、
国
か
ら
地
方
へ
の
職
員
の
移

行
が
不
可
欠
と
な
る
。
そ
こ
で
、

中
間
報
告
で
は
国
と
地
方
を
通

じ
、
人
材
移
管
や
再
就
職
の
斡
旋

な
ど
、
調
整
機
能
を
果
た
す
横
断

的
な
組
織
の
設
置
を
提
言
し
た
。

財
源
に
つ
い
て
は
、
国
か
ら
地

方
へ
の
税
源
移
譲
、
国
庫
補
助
負

担
金
、
地
方
交
付
税
を
含
め
、
一

体
的
に
検
討
す
る
こ
と
と
し
た
。

（１）事務・権限の仕分けの考え方の具体化
�事務・権限の廃止・民営化等の検討
�第１次勧告で取り上げた分野の取扱い

・道路・河川の具体的な移管等について、国と関係自治体の双方に強
く要請するとともに、必要に応じ委員会もさらに検討

・移管に伴い必要となる人員と財源の確保について明確な考え方を速
やかに示すことを政府に要請、関係自治体の積極的姿勢を期待

�移譲対象となる「地方自治体による総合行政の確立等に資するもの」
の考え方の具体化
・地方が関連する施策と合わせて実施することにメリットがあるか
・地域の実情に応じた創意工夫を発揮し得るか
・地域住民の利便性の向上が見込まれるか
・国と地方を通じた行政の簡素化・効率化に資するか
�共通的な事務・権限の仕分けの方向
補助金交付事務／広報啓発・相談／国家試験／統計調査

（２）事務・権限の地方移譲にあたり必要となる措置
・県域をまたがる広域的な事案に対応するため、他県に所在する事業
者への立入検査等の権限の付与を検討
・災害等の緊急時に機動的に対応するための機能を集約した遊軍的な
組織を設けることの検討

中
間
報
告
の
取
り
ま
と
め
を
終

え
た
分
権
委
は
、
本
年
末
を
目
途

と
す
る
第
２
次
勧
告
に
向
け
、
国

の
出
先
機
関
の
事
務
・
権
限
を
整

理
し
て
い
く
こ
と
と
な
る
。
整
理

に
あ
た
っ
て
は
、
中
間
報
告
で
具

体
化
し
た
「
国
の
出
先
機
関
の
事

務
・
権
限
の
仕
分
け
」
の
考
え
方

に
基
づ
き
、
結
論
を
導
き
出
し
て

い
く
予
定
と
し
て
い
る
。
結
論
を

得
る
に
あ
た
っ
て
は
、
各
府
省
に

対
し
仕
分
け
に
関
す
る
見
解
を
求

め
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
も
積
極
的
に
実

施
し
た
う
え
で
、
第
２
次
勧
告
へ

と
つ
な
げ
て
い
く
。

第
２
次
勧
告
に
は
、
国
の
出
先

機
関
の
統
廃
合
が
盛
り
込
ま
れ
る

だ
け
に
、
関
係
省
庁
の
反
発
は
必

至
の
も
の
と
予
想
さ
れ
る
。
出
先

機
関
の
勧
告
で
つ
ま
ず
く
よ
う
な

こ
と
が
あ
れ
ば
、
第
２
次
勧
告
後

に
検
討
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い

る
「
地
方
税
財
政
制
度
の
改
革
」

も
暗
礁
に
乗
り
上
げ
る
こ
と
が
予

想
さ
れ
る
。
地
方
に
と
っ
て
実
り

あ
る
改
革
と
す
る
た
め
に
も
、
福

田
首
相
を
は
じ
め
と
し
た
政
治
の

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
が
求
め
ら
れ
て

い
る
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1697号８月１５日平成20年
（2008年）

事務・権限の仕分け（考え方の具体化）

国国
のの
出出
先先
機機
関関
見見
直直
しし

政
府
の
分
権
改
革
委
が
中
間
報
告

今今
後後
のの
予予
定定
とと
課課
題題

第
２
次
勧
告
に
向
け
て

【第１次勧告における仕分けの考え方】
次の分類ごとの考え方に沿って、国の出先機関の事務・権限を仕分け

	 廃止・民営化等

 地方への移譲
� 本府省等への移管
� 引き続き国の出先
機関で処理


・重複型 ⇒ 地方への一元化が基本
・分担型 ⇒ 現行の「区分け」の線引きを見直し
・関与型 ⇒ 地方の自主性にゆだねることが基本
・国専担型⇒ 地方の総合行政の確立等に資するものは地方移譲が基本

（１） 平成２０年８月１５日 第１６９７号
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地
方
自
治
法
第
１
０
２
条
第
２

項
に
よ
れ
ば
「
（
自
治
体
の
）
定

例
会
は
、
毎
年
、
条
例
で
定
め
る

回
数
こ
れ
を
招
集
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
」
と
規
定
さ
れ
て
い
る
。

そ
こ
で
実
際
に
条
例
で
定
め
ら
れ

て
い
る
定
例
会
の
回
数
に
つ
い
て

調
査
し
た
の
が
「
表
�
」
。

こ
の
結
果
を
み
て
み
る
と
、
定

例
会
の
回
数
を
「
４
回
」
と
回
答

し
て
い
る
市
が
８
０
４
市
と
な
っ

て
お
り
、
全
市
に
占
め
る
割
合
は

９９
・
８
％
と
圧
倒
的
多
数
と
な
っ

て
い
る
。
な
お
、
「
４
回
」
以
外

と
回
答
し
た
市
で
は
、
登
別
市
が

「
３
回
」
、
倉
吉
市
が
「
５
回
」

と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
ほ
か
表
に
は
な
い
が
、
定

例
会
の
通
年
平
均
で
の
会
期
と
本

会
議
の
日
数
も
調
査
し
て
い
る
。

こ
の
結
果
の
全
国
平
均
を
み
て
み

る
と
、
会
期
日
数
は
７７
・
６
日
、

本
会
議
日
数
は
２１
・
０
日
。
人
口

段
階
別
の
会
期
日
数
で
は
、
「
５０

万
以
上
」
の
区
分
の
市
が
９２
・
８

日
、
本
会
議
日
数
は
「
３０
〜
４０
万

未
満
」
の
区
分
の
市
が
２４
・
４
日

で
、
最
も
長
く
な
っ
て
い
る
。

自
治
法
第
１
１
２
条
第
１
項
で

は
「
普
通
地
方
公
共
団
体
の
議
会

の
議
員
は
、
議
会
の
議
決
す
べ
き

事
件
に
つ
き
、
議
会
に
議
案
を
提

出
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
略
）
」

と
規
定
し
て
お
り
、
市
議
会
議
員

の
議
会
に
対
す
る
議
案
の
提
出
が

保
障
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
実
際

の
議
案
の
議
員
提
出
に
よ
る
状
況

を
調
査
し
た
の
が
、下
の「
表
�
」。

こ
の
調
査
は
議
案
に
つ
い
て

「
条
例
案
」
「
規
則
案
」
「
意
見

書
案
」
「
決
議
案
」
「
そ
の
他
」

の
５
種
類
に
分
類
し
、
ま
と
め
た

も
の
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
結
果
を
み
て
み
る
と
、
全

市
合
計
で
１
万
３
０
８
０
件
の
議

案
が
議
会
へ
提
出
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、
最
も
多
く
提
出
さ
れ

て
い
る
の
は
「
意
見
書
案
」
で
７

８
４
４
件
。
次
い
で
「
そ
の
他
」

が
１
９
９
４
件
、
「
条
例
案
」
が

１
７
９
４
件
と
続
い
て
い
る
。

ま
た
、
「
決
議
案
」
は
８
１
１

件
と
な
っ
て
い
る
ほ
か
、
「
規
則

案
」
は
６
３
７
件
が
議
会
へ
提
出

さ
れ
て
い
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。

１８
年
５
月
３１
日
に
改
正
自
治
法

が
成
立
し
た
こ
と
に
よ
り
、
議
長

へ
の
臨
時
会
の
招
集
請
求
権
が
付

与
さ
れ
た
。
自
治
法
第
１
０
１
条

第
２
項
の
「
議
長
は
、
議
会
運
営

委
員
会
の
議
決
を
経
て
、
当
該
普

通
地
方
公
共
団
体
の
長
に
対
し
、

会
議
に
付
議
す
べ
き
事
件
を
示
し

て
臨
時
会
の
招
集
を
請
求
す
る
こ

と
が
で
き
る
」
が
根
拠
条
文
と
な

っ
て
い
る
。
そ
こ
で
自
治
法
改
正

後
、
実
際
に
臨
時
会
招
集
請
求
が
、

ど
の
程
度
、
実
施
さ
れ
た
の
か
を

調
査
し
た
の
が
、
上
の「
表
�
」。

こ
の
結
果
を
み
て
み
る
と
、
全

市
８
０
６
市
の
う
ち
、
実
際
に
招

集
請
求
を
実
施
し
た
の
は
６４
市
。

全
市
に
占
め
る
割
合
は
７
・
９
％

と
な
っ
て
い
る
。
人
口
段
階
別
で

は
、
「
５
万
未
満
」
の
区
分
の
市

が
最
多
で
２１
市
。
各
区
分
に
分
類

さ
れ
る
市
数
に
占
め
る
割
合
が
最

も
多
い
の
は
「
２０
〜
３０
万
未
満
」

の
区
分
で
１５
・
９
％
。

平
均
開
催
回
数
は
、
全
市
平
均

で
１
・
２
回
。
人
口
段
階
別
で
み

る
と
、
「
３０
〜
４０
万
未
満
」
の
区

分
が
２
・
０
回
と
な
っ
て
お
り
、

最
多
と
な
っ
て
い
る
。

（
３
面
へ
続
く
）

本
会
で
は
こ
の
ほ
ど
、
全
国
８
０
６
市
を
対
象
と
し
た
「
市
議
会

の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査
結
果
」
を
ま
と
め
た
。
調
査
対
象
期
間

は
平
成
１９
年
１
月
１
日
か
ら
１２
月
３１
日
。
た
だ
し
１８
年
の
自
治
法
改

正
に
伴
う
項
目
は
、
１８
年
１１
月
２４
日
か
ら
１９
年
１２
月
３１
日
を
調
査
対

象
期
間
と
し
た
。
本
号
で
は
調
査
結
果
の
う
ち
か
ら
、
い
く
つ
か
の

項
目
を
抜
粋
し
て
紹
介
す
る
。
７
月
２５
日
付
で
全
市
へ
送
付
済
。

【表�】条例で定めた定例会の回数
（平成１９年１月１日～１２月３１日、８０６市）

５５回回
０市
０．０％
１市
０．４％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
１市
０．１％

３回：登別市 ５回：倉吉市

４４回回
２４７市

１００．０％
２７３市
９９．３％
１５８市

１００．０％
４４市

１００．０％
２９市

１００．０％
２０市

１００．０％
１６市

１００．０％
１７市

１００．０％
８０４市
９９．８％

３３回回
０市
０．０％
１市
０．４％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
１市
０．１％

区区 分分
５万未満
（２４７市）

５～１０万未満
（２７５市）

１０～２０万未満
（１５８市）

２０～３０万未満
（４４市）

３０～４０万未満
（２９市）

４０～５０万未満
（２０市）
５０万以上
（１６市）
指定都市
（１７市）
全市

（８０６市）

【表�】議員提出による議案別件数
（平成１９年１月１日～１２月３１日、８０６市）

計計

３，５６９

３，９５０

２，７３７

８２５

７０２

４６８

２９５

５３４

１３，０８０

そそのの他他

５０６

６６１

３９９

１５１

１０９

６９

２９

７０

１，９９４

決決議議案案

２４７

２３５

１８３

５９

２９

２１

１３

２４

８１１

意意見見
書書案案

２，０９１

２，３１６

１，６５４

４８１

４７２

３１４

１７４

３４２

７，８４４

規規則則案案

２０７

２１４

１２０

２９

２３

１６

１６

１２

６３７

条条例例案案

５１８

５２４

３８１

１０５

６９

４８

６３

８６

１，７９４

区 分

５万未満
（２４７市）

５～１０万未満
（２７５市）

１０～２０万未満
（１５８市）

２０～３０万未満
（４４市）

３０～４０万未満
（２９市）

４０～５０万未満
（２０市）
５０万以上
（１６市）
指定都市
（１７市）
全市

（８０６市）

本会

実実
態態
調調
査査
まま
とと
めめ
るる

臨
時
会
招
集
請
求
状
況
な
ど

��
定定
例例
会会
のの
回回
数数
やや

会会
期期
日日
数数
等等
のの
状状
況況

��
議議
員員
提提
出出
にに

よよ
るる
議議
案案
件件
数数

��
議議
長長
のの
臨臨
時時
会会

招招
集集
請請
求求
のの
状状
況況

【表�】議長の臨時会招集請求の状況
（平成１８年１１月２４日～１９年１２月３１日、８０６市）

平平均均開開催催回回数数

１．０

１．２

１．２

１．１

２．０

１．５

１．０

１．０

１．２

議議長長がが臨臨時時会会
招招集集請請求求をを行行
っったた

２１市
８．５％
１７市
６．２％
１２市
７．６％
７市

１５．９％
３市

１０．３％
２市

１０．０％
１市
６．３％
１市
５．９％
６４市
７．９％

区区 分分

５万未満
（２４７市）

５～１０万未満
（２７５市）

１０～２０万未満
（１５８市）

２０～３０万未満
（４４市）

３０～４０万未満
（２９市）

４０～５０万未満
（２０市）
５０万以上
（１６市）
指定都市
（１７市）
全市

（８０６市）

第１６９７号 平成２０年８月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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議
員
が
複
数
の
常
任
委
員
会
へ

所
属
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た

の
も
、
１８
年
に
自
治
法
改
正
が
実

施
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
。
複

数
常
任
委
員
会
へ
の
所
属
に
つ
い

て
は
自
治
法
第
１
０
９
条
第
２
項

「
議
員
は
、
少
な
く
と
も
一
の
常

任
委
員
と
な
る
も
の
と
し
、
常
任

委
員
は
、
会
期
の
始
め
に
議
会
に

お
い
て
選
任
し
、
条
例
に
特
別
の

定
め
が
あ
る
場
合
を
除
く
ほ
か
、

議
員
の
任
期
中
在
任
す
る
」
が
根

拠
条
文
と
な
っ
て
い
る
。

そ
こ
で
実
際
に
、
ど
の
程
度
の

市
が
、
複
数
所
属
制
度
を
導
入
し

た
の
か
調
査
し
た
の
が「
表
�
」。

こ
の
結
果
を
み
て
み
る
と
、
全

市
８
０
６
市
の
う
ち
、
実
際
に
制

度
を
導
入
し
た
の
は
３４
市
。
全
市

に
占
め
る
割
合
は
４
・
２
％
と
な

っ
て
い
る
。

人
口
段
階
別
で
は
、
「
５
〜
１０

万
未
満
」
の
区
分
の
市
が
最
多
で

１８
市
。
各
区
分
に
分
類
さ
れ
る
市

数
に
占
め
る
割
合
が
最
も
多
い
の

も
「
５
〜
１０
万
未
満
」
の
区
分
で

６
・
５
％
と
な
っ
て
い
る
。

専
門
的
知
見
の
活
用
に
つ
い
て

規
定
さ
れ
た
の
も
、
１８
年
に
自
治

法
が
改
正
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
も

の
。
こ
の
改
正
で
新
た
に
自
治
法

上
に
第
１
０
０
条
の
２
が
追
加
さ

れ
た
。
盛
り
込
ま
れ
た
条
文
は

「
普
通
地
方
公
共
団
体
の
議
会
は
、

議
案
の
審
査
又
は
当
該
普
通
地
方

公
共
団
体
の
事
務
に
関
す
る
調
査

の
た
め
に
必
要
な
専
門
的
事
項
に

係
る
調
査
を
学
識
経
験
を
有
す
る

者
等
に
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
」。

そ
こ
で
導
入
状
況
に
つ
い
て
全

国
調
査
を
実
施
し
た
結
果
、
千
代

田
区
、
目
黒
区
、
水
戸
市
、
八
尾

市
の
４
市
で
、
政
務
調
査
費
の
あ

り
方
を
学
識
経
験
者
へ
調
査
依
頼

し
て
い
た
。

ま
た
、
所
沢
市
で
は
、
都
市
農

業
に
関
す
る
調
査
を
大
学
教
授
へ

依
頼
し
て
い
た
。

設
立
日
で
あ
る
８
月
１
日
を
迎

え
た
地
方
公
営
企
業
等
金
融
機
構

で
は
同
日
、
第
１
回
代
表
者
会
議

を
開
き
、
議
長
に
伊
藤
祐
一
郎
・

全
国
知
事
会
公
営
企
業
金
融
公
庫

改
革
小
委
員
会
委
員
長
（
鹿
児
島

県
知
事
）
を
選
任
し
た
。
こ
の
ほ

か
新
機
構
理
事
長
の
任
命
も
行
わ

れ
、
現
・
公
営
企
業
金
融
公
庫
総

裁
の
渡
邉
雄
司
氏
が
就
任
し
た
。

新
機
構
は
、
全
て
の
都
道
府
県

・
市
町
村
が
資
本
金
を
出
資
し
、

共
同
し
て
設
立
・
運
営
す
る
機

関
。
現
・
公
営
企
業
金
融
公
庫
の

業
務
を
継
承
し
、
自
治
体
が
行
う

▽
水
道
▽
交
通
▽
病
院
▽
下
水
道

▽
公
営
住
宅
▽
電
気
▽
ガ
ス
▽
港

湾
整
備
―
―
な
ど
１８
事
業
に
対
し
、

長
期
・
低
利
で
事
業
資
金
の
融
資

を
実
施
す
る
。
出
資
金
総
額
は
１

６
６
億
円
。

８
月
１
日
に
開
催
さ
れ
た
初
会

合
で
は
、
１０
月
１
日
の
事
業
開
始

に
向
け
理
事
長
の
ほ
か
、
経
営
審

議
委
員
会
委
員
の
任
命
、
会
計
監

査
人
の
選
任
が
行
わ
れ
た
。
ま

た
、
新
機
構
の
経
営
に
関
す
る
基

本
理
念
と
し
て
�
地
方
共
同
法
人

に
ふ
さ
わ
し
い
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
企

業
統
治
）
の
確
保
�
地
方
の
金
融

ニ
ー
ズ
へ
の
積
極
的
な
対
応
�
資

本
市
場
に
お
け
る
確
固
た
る
信
認

の
獲
得
―
―
を
据
え
た
。

【
代
表
者
会
議
委
員
】

▽
伊
藤
祐
一
郎
（
鹿
児
島
県
知

事
）
▽
佐
竹
敬
久
・
全
国
市
長
会

会
長
（
秋
田
市
長
）
▽
山
本
文
男

・
全
国
町
村
会
会
長
（
福
岡
県
添

田
町
長
）
▽
小
幡
純
子
・
上
智
大

学
教
授
▽
神
野
直
彦
・
東
京
大
学

大
学
院
教
授
▽
森
田
富
治
郎
・
日

本
経
団
連
副
会
長
（
第
一
生
命
保

険
代
表
取
締
役
会
長
）

（財）東京市政調査会

第第２２１１回回『『都都市市問問題題』』公公開開講講座座

自給率を上げて食の安全を守る！
―その課題と方法―

財団法人東京市政調査会は「自給率を上げて食の安全を守る！
―その課題と方法―」と題して、第２１回「都市問題」公開講座を
下記の日程で開催します。
ＢＳＥの発生、食品偽装、冷凍餃子による食中毒など食をめぐ

る事件・問題が頻発し、「食の安全」に対する関心が高まってい
ます。一方で、日本の食料自給率は世界的に見て低い水準にあっ
て、食料安全保障の観点から問題視されています。
こうした日本の食の安全と自給率の問題について、幅広い視野

から検討し、その解決への道を探っていきます。
多数の方々のご参加をお待ちしております。

◇基調講演
生源寺眞一 氏 （東京大学農学部長）

◇パネルディスカッション
≪パネリスト≫
大木美智子 氏 （消費科学連合会会長）
佐藤 弘 氏 （西日本新聞社編集委員）
人見みゐ子 氏 （酪農経営者、体験館 TRY TRY TRY館長）
出演者未定 （全国農業協同組合中央会）
≪司会≫
新藤 宗幸 氏 （千葉大学教授）

記
◆日 時：平成２０年９月２７日（土）１３：３０～１６：３０
◆場 所：日本プレスセンター １０階ホール

（〒１００－００１１東京都千代田区内幸町２－２－１）
◆参 加 費：無料
◆参加申込：東京市政調査会ホームページから

（http : //www.timr.or.jp）
◆申込期限：平成２０年９月１９日（金）※満席となり次第受付終了
◆問 合 せ：東京市政調査会研究室 �：０３－３５９１－１２６１

【表�】常任委員会の複数所属制度の導入状況
（平成１８年１１月２４日～１９年１２月３１日、８０６市）

複複数数所所属属制制度度をを導導入入

１２市
４．９％
１８市
６．５％
３市
１．９％
１市
２．３％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
３４市
４．２％

区区 分分

５万未満
（２４７市）

５～１０万未満
（２７５市）

１０～２０万未満
（１５８市）

２０～３０万未満
（４４市）

３０～４０万未満
（２９市）

４０～５０万未満
（２０市）
５０万以上
（１６市）
指定都市
（１７市）
全市

（８０６市）

��
常常
任任
委委
員員
会会
のの
複複

数数
所所
属属
のの
導導
入入
状状
況況

��
専専
門門
的的
知知
見見

のの
活活
用用
のの
事事
例例

８／１

公公
営営
企企
業業
金金
融融
機機
構構
がが
発発
足足

理
事
長
任
命
、１０
月
事
業
開
始

伊
藤
議
長（
右
）が
選
任

（３） 平成２０年８月１５日 第１６９７号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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女
性
の
病
気
で
あ
る
子
宮
頸
が

ん
の
死
亡
率
は
高
く
、
毎
年
約
８

０
０
０
人
が
子
宮
頸
が
ん
と
診
断

さ
れ
、
約
２
５
０
０
人
が
亡
く
な

っ
て
い
る
。

子
宮
頸
が
ん
は
、
発
症
年
齢
層

の
ピ
ー
ク
が
年
々
低
年
齢
化
し
て

い
る
。
１
９
７
８
年
ご
ろ
は
５０
歳

以
降
が
ピ
ー
ク
で
あ
っ
た
が
、
１

９
９
８
年
に
は
３０
代
に
な
り
、
現

在
で
は
２０
〜
３０
代
の
若
い
女
性
の

子
宮
頸
が
ん
が
急
増
し
て
い
る
。

子
宮
頸
が
ん
を
患
う
原
因
の
ほ

と
ん
ど
は
、
ヒ
ト
パ
ピ
ロ
ー
マ
ウ

イ
ル
ス
（
Ｈ
Ｐ
Ｖ
）
の
感
染
に
よ

る
も
の
。
８
割
近
く
の
女
性
が
感

染
歴
を
有
す
る
と
考
え
ら
れ
て
い

る
。
Ｈ
Ｐ
Ｖ
に
感
染
し
て
も
、
多

く
は
免
疫
力
で
体
外
へ
排
出
さ
れ

る
。
し
か
し
感
染
が
長
引
く
と
子

宮
頸
が
ん
が
引
き
起
こ
さ
れ
る
。

現
在
、
こ
の
Ｈ
Ｐ
Ｖ
感
染
を
予

防
す
る
ワ
ク
チ
ン
の
研
究
開
発
が

進
み
、
８０
カ
国
以
上
の
国
で
承
認

さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
日
本
で
は

未
だ
承
認
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、

意
見
書
で
は
、
▽
予
防
ワ
ク
チ
ン

の
早
期
承
認
▽
承
認
後
の
予
防
接

種
に
対
す
る
助
成
―
―
な
ど
を
求

め
て
い
る
。

全
国
市
議
会
議
長
会
は
こ
の
ほ
ど
、
各
市
議
会
か
ら
任
意
に
提
供
さ
れ
た
意
見
書
・
決
議
を
も
と
に
、

６
月
定
例
会
を
中
心
に
議
決
し
た
意
見
書
・
決
議
の
状
況
を
ま
と
め
た
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
（
上
）で
は
、

「
子
宮
頸
が
ん
の
予
防
・
早
期
発
見
の
た
め
の
取
り
組
み
の
推
進
」
を
求
め
る
も
の
が
急
増
し
て
い
る
。

ま
た
、
「
携
帯
電
話
リ
サ
イ
ク
ル
の
推
進
」
を
求
め
る
意
見
書
も
多
い
。

普
及
台
数
が
１
億
台
を
超
え
て

い
る
携
帯
電
話
に
は
、
レ
ア
メ
タ

ル
な
ど
の
リ
チ
ウ
ム
、
希
土
類
、

イ
ン
ジ
ウ
ム
、
金
、
銀
等
が
含
ま

れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
レ
ア
メ
タ

ル
を
含
む
非
鉄
金
属
は
、
我
が
国

の
産
業
競
争
力
の
要
で
あ
り
、
そ

の
安
定
確
保
は
重
要
な
課
題
と
な

っ
て
い
る
。

し
か
し
、
近
年
の
国
際
価
格
の

高
騰
や
資
源
獲
得
競
争
の
激
化
に

よ
り
、
そ
の
確
保
が
懸
念
さ
れ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
使
用
済
み
の
携

帯
電
話
の
適
切
な
処
理
と
有
用
資

源
の
回
収
を
行
う
こ
と
が
期
待
さ

れ
て
い
る
。

そ
こ
で
意
見
書
で
は
、
使
用
済

み
の
携
帯
電
話
の
回
収
促
進
を
図

る
た
め
▽
回
収
促
進
の
た
め
に
必

要
な
法
整
備
▽
利
用
者
へ
の
啓
発

や
企
業
・
団
体
の
取
り
組
み
に
対

す
る
支
援
▽
循
環
利
用
の
た
め
の

社
会
シ
ス
テ
ム
の
確
立
―
―
な
ど

を
求
め
て
い
る
。

意見書・決議の議決状況（上） （２０．５．１～７．３１）

決 議

【税・財政】 【 ４７】 【 １】
○地方財政の充実・強化 ３３ ―
○大阪府予算への所要経費計上 ８ ―
○その他 ６ １
【地方行政・議会・選挙】 【 １７】 【 ２】
○新たな過疎対策法の制定 ９ ―
○国の地方出先機関統廃合の見直し ６ ―
○その他 ２ ２
【医療・保健衛生】 【 ２８９】 【 ３】
○後期高齢者医療制度・療養病床削減等医 １０９ ―
療制度改革の見直し
○子宮頸がんの予防・早期発見のための取 １０２ ―
り組みの推進
○医師・看護師不足の解消と地域医療・救 ３８ １
急医療体制の充実・確保
○ハンセン病療養所の存続・発展 ８ ―
○妊婦健康診査に対する助成措置の拡大 ５ ―
○歯科医療に係る保険適用範囲の拡大 ５ ―
○子どもの医療費助成制度の充実 ４ １
○肝炎対策の推進 ４ ―
○その他 １４ １
【教育・文化】 【 ２２６】 【 ２】
○義務教育費国庫負担制度の堅持 ９０ ―
○教育予算の拡充 ５２ ―
○教職員定数の改善と少人数学級の実現 ２６ ―
○有害情報から子どもを守る環境設備 １３ ―
○へき地教育の振興に資するへき地級地の １０ ―
見直し
○学校施設の耐震化促進 ８ １
○私学助成の充実 ４ ―
○アイヌ民族に関する総合的施策確立のた ４ ―
めの審議機関設置
○その他 １９ １
【農林・水産】 【 ２４７】 【 ０】
○国による公的森林整備の推進と国有林野 ８０ ―
事業の健全化
○ミニマムアクセス米の輸入停止 ３０ ―
○国による基幹的な農業水利施設等の着実 ２７ ―
な整備
○森林・林業・木材産業施策の積極的な展開 ２７ ―
○食料自給率の向上 ２３ ―
○飼料価格の高騰対策 ８ ―
○国営農業水利事業と地方農政局の存続 ７ ―
○米価の安定対策 ５ ―
○鳥獣被害防止措置法関連予算の適正使用 ４ ―
○その他 ３６ ―
【公害・環境保全】 【 ２２４】 【 ２】
○地球温暖化対策の推進 １０３ ―
○携帯電話リサイクルの推進 １０１ １
○その他 ２０ １
【合 計】 【 １０５０】 【 １０】
【総合計】 【 １４０４】 【 ３０】
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